
 

 

埼玉県出産・子育て応援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 埼玉県出産・子育て応援事業費補助金については、予算の範囲内において交付す

るものとし、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 核家族化が進み、地域のつながりも希薄になる中で、孤独感や不安感を抱える妊

婦・子育て世帯も少なくなく、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができ

る環境整備が喫緊の課題である。 

  この補助金は、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期

から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援に

つなぐ伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・

子育て世帯等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担

軽減を図る出産・子育て応援給付金を一体的に実施するための経費を交付することを目

的とする。 

 

（交付の対象） 

第３条 この補助金の交付の対象は、令和６年４月１日健寿第１４号通知「埼玉県伴走型

相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱の一部改正について」

の別紙「埼玉県伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱」

（以下「実施要綱」という。）に基づき、市町村が行う事業に必要な経費を交付の対象

とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この補助金の交付額は、次により算出するものとする。 

ア 次の表の第１欄の区分ごとに、次により算出された額の合計額とする。 

イ 次の表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを比較して

少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少な

い方の額を選定する。 

ウ イにより選定された額に第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。た

だし、交付額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

１ 種目 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

伴走型相談支援 次により算出された額の合

計額 

（１）基本額 

・こども家庭センターの

伴走型相談支援を行うため

に必要な 

超過勤務手当 

給料及び超過勤務以外の諸

１／４ 



 

母子保健機能に係る

窓口（従前の子育て世

代包括支援センター）

１カ所当たり 

9,495,000 円 

 

※こども家庭センター

を設置していない自

治体は、従前の子育て

世代包括支援センタ

ー１カ所当たり 

9,495,000 円 

 

※こども家庭センター

を設置しておらず、

かつ、従前の子育て

世代包括支援センタ

ーを設置していない

自治体は１自治体当

たり 

9,495,000 円 

 

手当 

報酬 

職員旅費 

需用費 

備品購入費 

役務費 

使用料及び賃借料 

共済費 

報償費 

委託費 

負担金 

出産・子育て応援

給付金 

 実施要綱に定める出産応

援ギフトの支給対象者及び

子育て応援ギフトの対象児

童それぞれ１人当たり 

50,000 円 

実施要綱に基づき出産応援

ギフト・子育て応援ギフト

の支給決定を行った額 

１／６ 

 

（補助金の支払） 

第５条 この補助金は、概算払いをすることができるものとする。 

 

（交付の条件） 

第６条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、速

やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

（４）事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、これを事業完了の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年



 

度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（５）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得

し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具については、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている耐用年数

を経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。 

（６）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の

全部又は一部を県に納付させることがある。 

（７）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければな

らない。 

（８）事業を実施するに当たり、第三者と委託契約その他の契約（以下「委託契約等」と

いう。）を締結する場合に、その相手方が次のアからエまでのいずれかに該当しない

ことを事前に確認しなければならない。 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平

成 23 年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。

以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であるとき。 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき。  

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき。 

（９）市町村が（１）から（８）により付した条件に違反した場合には、この補助金の全

部又は一部を県に納付させることがある。 

（10）市町村が事業者に対して、この補助金を財源の一部として補助金を交付する場合に

は、次の条件を付さなければならない。 

ア 事業を中止し、又は廃止する場合には、市町村長の承認を受けなければならない。 

イ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、

速やかに市町村長に報告してその指示を受けなければならない。 

ウ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取

得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具については、減価償

却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている耐

用年数を経過するまで、市町村長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはなら

ない。 



 

エ 市町村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その

収入の全部又は一部を市町村に納付させることがある。 

オ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけれ

ばならない。 

カ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに市町村長に報告しなけれ

ばならない。 

  なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告

内容に基づき報告を行うこと。 

  また、市町村長に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を市町

村に納付させることがある。 

キ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について

証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又

は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年

間保管しておかなければならない。 

ク 事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提

供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

ケ 事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど市町村が

行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

コ 事業を行うために締結する契約する場合に、その相手方が次の（ア）から（エ）

までのいずれかに該当しないことを事前に確認しなければならない。 

 （ア）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例

（平成 23 年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与

している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

 （イ）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

 （ウ）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

しているとき。  

 （エ）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難

されるべき関係を有しているとき。 

（11）（10）により付した条件に基づき、市町村長が承認又は指示する場合には、あらか

じめ知事の承認又は指示を受けなければならない。 

（12）事業者から財産処分による収入又は補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入



 

控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を県に

納付させることがある。 

（13）事業者が（10）より付した条件に違反した場合には、この補助金の全部又は一部を

県に納付させることがある。 

 

（申請手続） 

第７条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとし、その提出期限は、

別に定めるものとする。 

２ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 

（変更申請手続） 

第８条 この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して変更交付申

請等を行う場合には、前条の規定を準用し、申請書の様式は様式第１号の２のとおりと

する。 

 

（交付決定の通知） 

第９条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（状況報告） 

第１０条 補助金の交付を受けた市町村は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行

状況について、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１１条 規則第１３条の事業実績報告書の様式は、様式第３号のとおりとし、事業完了

後（第５条（１）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を

受理後）速やかに提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定の通知） 

第１２条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定は、様式第４号により行うものと

する。 

 

（書類の整備） 

第１３条 市町村は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の属する会計年度の翌年度

から５年間保管しなければならない。 

 

（その他） 

第１４条 特別の事情により第４条、第７条、第８条及び第１１条に定める算定方法又は

手続きによることができない場合には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるとこ



 

ろによるものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年３月１３日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

   

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年１０月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 

 


